
御前崎市住宅耐震リフォーム支援事業補助金交付要綱 

令和５年３月29日告示第65号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、住宅倒壊等による災害防止と住環境の向上により住みやすいまちを

目指し、耐震性の高い市街地の形成と定住化による活力あるまちづくりを目的に、住宅

の耐震補強工事と改修工事を同一年度内に実施した者に対して、予算の範囲内で御前崎

市住宅耐震リフォーム支援事業補助金を交付するものとし、その交付に関しては、御前

崎市補助金等交付規則（平成16年御前崎市規則第37号）及びこの告示に定めるところに

よる。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 既存住宅 昭和56年５月31日以前に建築された住宅及び同日において工事中であ

った住宅で、居住のために継続して使用するものをいう。ただし、国、地方公共団体

その他公の機関が所有するものを除く。 

(2) 耐震補強工事 御前崎市プロジェクト「ＴＯＵＫＡＩ－０」総合支援事業費補助

金交付要綱（令和３年御前崎市告示第96号）に規定する木造住宅耐震補強助成事業

（補強計画一体型）の交付決定を受けた工事をいう。 

(3) 改修工事 住宅等の機能向上のために行う改築、修繕及び設備改善をいう。 

(4) 転入予定者 住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）の規定に基づく住民基本台

帳に記録されている者であって、現に市内に居住しているもの又は第12条の実績報告

までに本市への転入手続を完了させ、居住を開始する者をいう。 

(5) 施工業者 建設業法（昭和24年法律第100号）第３条第１項に規定する許可を受け

た建設業者をいう。ただし、次に掲げる者は除く。 

ア 御前崎市暴力団排除条例（平成24年御前崎市条例第２号）第２条第１号に規定す

る暴力団 

イ 御前崎市暴力団排除条例第２条第３号に規定する暴力団員等 

ウ 暴力団員等と密接な関係を有する者 

エ 暴力団員等と暴力団員等と密接な関係を有する者がその事業活動を支配するもの 

（補助対象者） 

第３条 補助の対象となる者は、次に掲げる要件を全て満たすものとする。ただし、市長

が認めた場合は、この限りでない。 

(1) 住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）の規定に基づく住民基本台帳に記録され

ている者であって、現に市内に居住しているもの又は第12条の実績報告までに本市へ

の転入手続を完了させ、居住を開始する者（以下「転入予定者」という。）であるこ

と。 



(2) 既存住宅の改修工事を実施する同一年度内に、耐震補強工事を実施する者である

こと。 

(3) 対象住宅に居住する者は、新たに該当する町内会の班へ加入し、又は引き続き加

入していること。 

(4) 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）及び同一世帯に居

住する者が、市税等について滞納していない者であること。 

(5) 申請者及び同一世帯に居住する者が、御前崎市暴力団排除条例第２条第３号に規

定する暴力団員等、若しくは密接な関係を有する者でないこと。 

（補助対象住宅等） 

第４条 補助の対象となる既存住宅は、交付申請をする同一年度内に耐震補強工事を実施

するものとし、市内に存する既存住宅とする。ただし、御前崎市住宅リフォーム支援事

業補助金交付要綱（平成26年御前崎市告示第92号）又は御前崎市空家リフォーム支援事

業補助金交付要綱（令和５年御前崎市告示第64号）に規定する補助金の交付を受ける既

存住宅は、対象外とする。 

（補助対象工事） 

第５条 補助の対象となる改修工事（以下「補助対象工事」という。）は、施工業者を利

用し、かつ、同一年度内に耐震補強工事を実施する次に掲げる工事とする。ただし、耐

震補強工事の補助対象に該当している施工箇所は除く。 

(1) 省エネ化に関する工事 

(2) バリアフリー化に関する工事 

(3) 長寿命化に関する工事 

(4) その他市長が認める工事 

２ 前項に規定する工事に要する経費は、総工事費から次に掲げる費用を控除して得た額

（消費税及び地方消費税を含む。）とする。 

(1) 土地購入費用 

(2) 工事用機械、工具等の購入に関する費用 

(3) 耐震補強工事の補助対象費用 

(4) その他市長が補助対象工事とすることが適当でないと認める工事に要する費用 

３ 施工業者が補助対象工事を一括して第三者に請け負わせた場合は、補助対象としない。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、予算の範囲内で、補助対象工事に要する経費の100分の50に相当

する額（当該補助金の額が40万円を超えるときは、40万円とする。）とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、店舗等の用途を兼ねる既存住宅について、屋根、外壁等居

住部分の改善に当たって非居住部分を含めた建物全体の改修が必要であるときにおける

補助金の額は、居住の用に供する部分に係る補助対象工事に要する経費の100分の50に

相当する額（当該補助金の額が40万円を超えるときは、40万円とする。）とする。 



３ 前２項の場合において、補助金の額に1,000円未満の端数があるときは、これを切り

捨てるものとする。 

４ 市の他の制度による補助金等を受けているときは、全体工事費から当該補助の額を差

し引いた金額を補助対象経費とする。 

５ 当市以外の補助金等の交付を併せて受けることも可とする。 

（補助回数） 

第７条 補助金の交付は、同一既存住宅及び同一申請者につき１回とする。 

（交付申請及び交付決定） 

第８条 申請者は、交付の申請をしようとするときは、住宅耐震リフォーム支援事業補助

金交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類等を添えて市長に提出しなければなら

ない。 

(1) 事業計画書（様式第２号） 

(2) 固定資産税納税通知書、固定資産名寄帳兼課税台帳又は補助対象住宅を申請者が

所有又は居住することを証明できる書類 

(3) 世帯員全員の納税証明書（転入予定者に限る。） 

(4) 工事見積書（耐震補強工事以外の改修工事の詳細が記載されたもの）の写し 

(5) 施工前写真 

(6) 住宅案内図 

(7) 図面（平面図及び立面図） 

(8) 班加入予定証明書（転入予定者又は申請時に町内会の班へ加入していない者に限

る。） 

(9) プロジェクト「ＴＯＵＫＡＩ－０」総合支援事業費補助金交付決定通知書（様式

第２号）の写し 

(10) 市の他の補助制度を受ける場合は、その補助金決定通知書の写し 

(11) その他市長が特に必要と認める書類等 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、その内容を審査の上、補助金交付の可

否を決定し、住宅耐震リフォーム支援事業補助金交付決定通知書（様式第３号）又は住

宅耐震リフォーム支援事業補助金不交付決定通知書（様式第４号）により、当該申請者

に通知するものとする。 

３ 市長は、前項の通知をしたときは、予算の範囲内にて補助金を交付する。 

４ 市長は、補助金の交付決定について、補助金の交付の目的を達成するため、必要な条

件を付すことができる。 

（権利譲渡の禁止） 

第９条 前条第２項の決定通知書を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、補助金

の交付を受ける権利を第三者に譲渡し、又は担保に供してはならない。 

（申請事項の変更及び承認） 



第10条 交付決定者は、その申請事項について、変更又は廃止が生じたときは、速やかに、

住宅耐震リフォーム支援事業補助金変更廃止申請書（様式第５号）及び変更廃止事業計

画書（様式第６号）に第８条第１項各号に掲げる書類等を添えて市長に提出し、その承

認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、その内容を審査の上、必要が

あると認めるときは、既に決定した補助金の額を変更することができる。 

３ 市長は、前項の規定により補助金の額を変更したときは、住宅耐震リフォーム支援事

業補助金変更決定通知書（様式第７号）により、その旨を当該交付決定者に通知するも

のとする。 

（状況報告及び実地調査） 

第11条 市長は、必要があると認めるときは、補助金の交付の対象となった工事（以下

「交付決定工事」という。）の遂行状況に関し、交付決定者、施工業者等に報告を求め、

担当職員に実地調査を行わせることができる。 

（実績報告） 

第12条 交付決定者は、交付決定工事及び工事代金の支払が完了したときは、市長に事業

の実績報告をしなければならない。 

２ 事業の実績報告は、事業完了の日から起算して30日を経過した日又は補助金の交付の

決定のあった日の属する年度の３月末日のいずれか早い日までに、次に掲げる書類等を

添えて、市長に提出しなければならない。ただし、期間内に提出することが困難である

と市長が認める場合は、この限りでない。 

(1) 住宅耐震リフォーム支援事業実績報告書（様式第８号） 

(2) 事業実績書（様式第９号） 

(3) 工事代金支払領収書の写し 

(4) 工事写真（施工中及び施工後） 

(5)  プロジェクト「ＴＯＵＫＡＩ－０」総合支援事業費補助金交付確定通知書（様

式第９号）の写し 

(6) 市の他の補助制度を受ける場合は、その補助金確定通知書の写し 

(7) その他市長が特に必要と認める書類等 

３ 市長は、前条の規定による報告又は実地調査の結果、交付決定工事の実績が補助金の

交付決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、これに適合させる

ための措置を講じるよう交付決定者に命ずることができる。 

（補助金の確定） 

第13条 市長は、前条の実績報告書を受理したときは、その内容を審査し、補助事業が適

正に実施され、完了したことを確認の上、補助金の交付額を確定し、住宅耐震リフォー

ム支援事業補助金交付確定通知書（様式第10号）により、交付決定者に通知するものと

する。 



（補助金の請求及び交付） 

第14条 交付決定者は、前条の規定により補助金の確定を受けたときは、請求書（様式第

11号）を市長に提出しなければならない。 

（決定の取消し） 

第15条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付決定

の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(2) 補助対象工事を承認なく変更し、又は廃止したとき。 

(3) 虚偽その他不正の行為により補助金の交付を受け、又は受けようとしたとき。 

(4) この告示又は御前崎市補助金等交付規則に違反したとき。 

（補助金の返還） 

第16条 交付決定者は、市長が補助金の交付決定を取り消した場合において補助金が既に

交付されているときは、市長の定める期限内に当該補助金を返還しなければならない。 

（その他） 

第17条 この告示に定めるもののほか、この告示の施行に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

（この告示の失効） 

２ この告示は、令和８年３月31日限り、その効力を失う。ただし、同日までに行われた

第６条、第７条及び第12条から第17条までの規定については、同日後も、なおその効力

を有する。 



様式第１号（第８条関係） 

 



様式第２号（第８条関係） 

 



様式第３号（第８条関係） 

 



様式第４号（第８条関係） 

 

様式第５号（第10条関係） 

 



様式第６号（第10条関係） 

 



様式第７号（第10条関係） 

 



様式第８号（第12条関係） 

 



様式第９号（第12条関係） 

 



様式第10号（第13条関係） 

 



様式第11号（第14条関係） 

 


